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原著論文
「無国籍」にかかる人権教育・啓発の現状と課題
甲南大学非常勤講師，教職教育センター教職指導員稲岡 正信
要旨:世界にはいずれの国の国籍も認められず市民的権利と自由が保障されていない「無国籍者jが多
数存在する。日本も決して例外ではない。ところが、国籍を持ち、それを当然視する人の日常生活では、
これらの人々を意識・実感することはほとんどないのが現実である。権利の保障に永く取り組んできた
人権教育・啓発でもあまりとりあげられていない。そこで、日本において無国籍の問題はどう認識され、
人権教育・啓発においてどのようにとらえられ、発信されているかを調査し、今日的な課題を考察した。
そのうえで、本問題の解決に向け、先行研究をふまえいくつかの提案をする。
キーワード:国籍と人権保障 無国籍の地位に関する条約(無国籍者条約) 無国籍の削減に関する条
約(無国籍削減条約) 国籍法 出生登録がされていない児童
はじめに
国連難民高等弁務官事務所 (UNHCR)による
と、世界にはいずれの国の国籍・市民権も認めら
れていない「無国籍者」は1200万人以上存在して
いると推定1されている。我が国では、 2011年の
登録外国人統計表(法務省)に、 1，100人が「無
国籍J(第1表「国籍(出身地)別在留資格(在
留目的)別外国人登録者」の最後の蘭)として
登録されている 2。しかも、どこかの国籍がある
とされていても、その固からは国民として扱われ
ていないことがあったり、登録自体がなされてい
ない場合もあったりするため、実際にはこの数字
以上に無国籍者がいるであろうと考えられる。
国籍とは、「人が特定の国の構成員であるため
の資格J3であり、国家が保障する個々の権利は
国民であってはじめて発生する場合が多いので、
国籍があってこそ、その権利が保障されるという
原則と現実は歴然として存在する。そのため、無
国籍者は、就職や結婚、医療保険など日常生活に
多くの問題があり、国籍のある人と比較すると差
があることは明白である。さらに、合法的な在留
資格を有しない場合は、「非合法Jという立場上
「法を犯した人として」取り扱われることも多い4
まさに、近代社会の原理として保障されるべき市
民的権利と自由が保障されていない状況が深刻
に存在するのが「無国籍jの問題といえる。
ところが、日本における無国籍に対する認識や
関心は、決して高いとはいえない。一般社会はも
とより、政府や行政機関にもあまり認識されてい
るとはいえず、長年にわたり展開されてきた人権
教育・啓発においても積極的に取り上げられるこ
とは少なかった。例えば、「人権教育のための国
連10年Jを受けて、政府が平成14年に策定した「人
権教育・啓発に関する基本計画Jや文部科学省「人
権教育の指導方法等の在り方について 第三次
とりまとめ 実践編~個別的な人権課題に対す
る取組~J でも、児童の権利に関する条約や外国
人登録法、難民条約が「関係法令等」としてあげ
られていることにとどまっている 5。一つの課題
としてはもちろん無国籍または無国籍者という
言葉さえも記載されていない。
そこで、本稿は、「無国籍」の問題について、
①大学生を対象にしたアンケートを実施し、無国
籍者等に関する認識を調査した。さらに、②人権
-24-
教育・啓発においてこれまでの意識調査、啓発冊
子、教科書などで無国籍の問題がどうとらえられ、
どう発信されていたか、を調査した。そのうえ
で、③「無国籍」の問題にかかる今日的な現状や
課題を考察し、先行研究をふまえ問題解決に向け
ていくつかの提言をしたい。
1 r無国籍者Jに関するアンケート調査6
本調査は、「無国籍者」にかかる大学生の知識
や認識等を調査し、今後の授業や人権教育・啓発
に資することを目的として実施した。
(1)調査概要
①調査対象人権に関する講座(人権教育研
究、人権(同和)の問題) 受講生77名
② 実施時期 2012年10月
③調査方法質問紙を配布、回答後回収
④ 有効回収数(率 61名 (79.2%)
⑤ 回答者の属性大学生(甲南大学2~4年生)
(2)調査結果
①「無国籍Jから連想するものは何か。
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「亡命者・難民Jなどが18%と一番多く、次に、
種々の理由で「出生届けが出せていなし、Jなど無
国籍の原因を連想するのが11%、「貧困Jr犯罪」
など負のイメージが10%あった。また、「自由J
「聞に縛られないJrグローパルj など、広く積
極的なイメージでとらえた連想は5%あった。
しかし、無記入回答が半数を超える54%あった。
「とくに連想できないJことをどう考えるか大き
な課題といえる。
②「世界や日本に無国籍者がいることを知って
いるかJr知り合いや周辺に無国籍の人がいるか。J
無国籍者が存在するとの認識はかなり高かっ
た。 64%が世界に、 58%が日本に無国籍者がいる
ことを知っていると回答した。逆に知らなかった
と回答したのは36%と42%あった。しかし、「知
り合いや周辺にいる人の中に無国籍の人がいま
すかJという質問には全員が「いなしリと回答し
ている0
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③「無国籍」に関する学習歴
これまでに学校等で「無国籍Jに関する学習を
した経験を有する者は、わずか3名 (61人中)、
5%弱であった。内訳は高校の授業が2件、大学
の国際人権法の講義での学習が 1件である。これ
まで学校教育(人権教育を含む)、人権啓発がほ
とんど無国籍の問題をとりあげてこなかったこ
とがうかがえる。多いとはいえないまでも、日常
的に書籍・新聞・映画などから発信されている現
状もあり、今後の人権教育、啓発にこの問題をど
う位置付けるかが問われる。
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④「難民の地位に関する条約J(難民条約、日本
は1981年加入)と「無国籍者の地位に関する条約J
(無国籍者条約、日本は未批准)にかかる認知度
両条約とも認知度は決して高くない。とりわけ、
日本が批准していない無国籍者条約を知ってい
ると答えたのは国際法を履修している 1名のみ
(1.6%)であった。難民条約も 5人に1人、 20%
であった。難民問題は、後述する中学校社会科「公
? ??
， ?
民j、高等学校「現在社会J["政治・経済jの教科
書には、ほとんど取り上げられているので、かな
り厳しい現実として受けとめる必要がある。
無国箱者条約
属知っている
認知らない鰻毘条約
。弛 20弛 40世 60% 80首 100百
⑤ ①の「無国籍者からの連想」を、 A群:何
らかの連想をしたものと B群:連想できなかった
ものに分け、それぞ、れの②についての「認知度(無
国籍者がいることを知っている)Jを比較した。
A群:何らかの連想をしたものの回答者41名の
うち、 68%が「世界には無国籍者がいることを
知っているJ、63%が「日本には無国籍者がいる
ことを知勺ているj と回答している。
一方、 B群:連想できなかったものの回答者20
名では、それぞれ55%と45%で、比較するとA群
の方がB群に比べ「世界には…」では13%、「日
本には…Jでは18%、高い。無国籍者に対する関
心の違いが知識の違いに反映したものと考えら
れる。
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世界に無国績の人がいる 日本に無国籍の人がいる
2 r無国籍』は人権教育園啓発では、どうとら
えられ、発信されているか。
人権教育・啓発が無国籍の問題をとりあげ、情
報発信を行い、国民が少なくとも知的な理解を深
めることが、きわめて重要である。しかしながら、
これまで十分行われてきたとはいいがたい。人権
教育・啓発に関する各種の意識調査、教科書、啓
発資料等が無国籍の問題をどうとりあげ、どのよ
うな情報が発信されているかを調査した。
(1)人権等に関する意識調査
地方自治体等が行政施策を実施したり、人権教
育等の推進のために住民の意識調査を実施した
りすることはかなり普及している。その中で、無
国籍の問題を一つの独立したテーマとして調査
したものは見当たらなかった。
① 外国人住民に対する意識調査
外国人住民の市政等に対する評価とか、まちづ
くりや行政サービスに対するニーズや意識を統
計的に把握し、新たな行政施策策定の基礎資料と
するため、外国人を対象とした調査はかなり実施
されている。その回答者は外国人登録をしている
住民から抽出し、国籍別(場合によっては、上位
10国等)に分類されている。少数の外国人につい
ては、その他(の国)と表記されていることが一
般的で、その他の外国人の中に無国籍者が含まれ
るかどうかは報告書を見る限りはわからない7
調査目的からいって、多数を占める外国人住民
のニーズ、などには注意が払われでも、ごく少数の
無国籍者は意識されていない。そのような状況の
中で、東京都港区国際化推進担当『港区外国人意
識調査報告書~ (平成21年2月)では、国籍別の
回答者数の最後に「無国籍Jの欄があり、そこに
はーと記載(回答なしの意味)されていた。
② 人権に関する市民意識調査
人権教育・啓発のため、総合推進指針等の策定
や各種行政施策推進のため、人権に関する意識調
査は園、都道府県、市町単位に実施されているが、
無国籍・無国籍者に関する項目はほとんど見当た
らなかった。設問項目として、人権侵害の内容、
関心のある人権問題、各人権課題に関する問題点
などがあげられている九しかし、世界人権宣言
(15条)、児童の権利に関する条約 (7条)、障害
者の権利に関する条約 (18条)に定められている
「国籍を取得する権利」など無国籍者に対する認
識などを問う項目は、ほとんど見られなかった。
その中で、芦屋市『人権についての市民意識調
査報告書~ (平成22年3月)には、子どもの人権
に関する問題点を問う中で「親の事情などによっ
? ?? ?
て、子どもが無国籍や無戸籍になるJとの選択肢
が設けられており、 17.8%の回答(13項目中6位)
があったことが印象的である。なにより、調査票
作成者のこの問題への深い理解と大きな想像力、
また、回答者の意識の高さも注目に値する。
(2)人権啓発資料等
外国人の人権、共生のまちづくり、国籍を超え
た「ふれあいJなどが多く取り上げられていた。
記事の背後に無国籍の問題が透けて見え隠れす
るものもあったが、無国籍の問題を直接とりあげ
紹介したり、その事情を考察したりしたものはな
かった。
① 人権教育啓発情報誌『アイュ』
国の(財)人権教育啓発推進センターの月刊誌
である人権教育啓発情報誌『アイユ』には、テー
マとして無国籍の問題を取り上げた記事、資料は
見当たらなかった。
可児市の「外国人住民との共生一不就学ゼロを
目指して-J (Vo1.215 2009.4)は、外国籍住民
を市民の一員と位置づけ、教育、医療、交通など
生活全般にわたる取り組みを紹介している。とり
わけ、外国人の子供の不就学をなくそうとの取り
組みは大変貴重であるが、その外国人の中に、無
国籍の子供が含まれているのかどうかは記事を
読む限りわからないのが残念である。
次に、資料として、国連「児童の権利委員会の
最終見解:日本J(外務省仮訳)を掲載している
(Vo1.169 2005.9)。その最終見解の31項、 32
項(氏名及び国籍) 9には、日本人の父と外国人
の母の聞に生まれた児童や不法移民の児童が無
国籍になる懸念、国籍法等の改正の勧告などが記
されている。まさに、最も深刻な問題の指摘であ
るが、最終見解が全項、項順に記載・紹介されて
いるにとどまっている。
② ひょうご人権ジャーナル『きずな』
都道府県が発刊している啓発資料は兵庫県の
ものをとりあげた。現在、兵庫県と財団法人兵庫
県人権啓発協会が発刊している、ひょうご人権
ジャーナル『きずな~ (1988年2月創刊、 2005年
5月から毎月)は毎号、県民及び関係機関に、同
和問題、高齢者、男女共同参画など特集テーマを
設け、人権に関する総合的な情報提供を行い、た
いへん工夫された内容であるが、無国籍に関する
特集は見られなかった。かつて難民の「定住促進
センター」があり、現在も1000人を超えるベトナ
ムから来た人々が暮らしている姫路市の小学校
の実践をとりあげていた (2006.3)。また、外国
人の地域への思いや、ともにまちづくりを進めよ
うとする人々の姿などを紹介している (2011.3、
2008.3など)。外国人や多文化共生の特集には優
れたものが多かったが、直接、無国籍の問題や無
国籍者には言及なされていなかった。
(3)教科書
対象の教科書は、ア中学校社会「公民分野J
並びにイ高等学校「現代社会Jr公民」とした。
無国籍の問題を一つの項目としてとりあげた教
科書はなかった。記述もなされていなかった。し
かし、中学校社会の読み物資料「アメラジアンj
は、学習者に無国籍者の問題を認識し考えるきっ
かけを提供できる資料である100
ア 中学校社会「公民的分野」
① 日本文教出版「中学生の社会公民」
「日本社会の国際化jの中で、国籍別在日外国
人数のグラフが掲載されているが、その他
14.5%とあり、その中に含まれるとはいえ、「無
国籍者Jとの表現はない。
-国連の活動の中で難民の救済については、かな
り詳しく記述されている。
-資料として、世界人権宣言 (2条など)、児童の
権利に関する条約 (2、3、12、28条)の条文
が掲載されている。しかし前者の15条11 (国籍
を取得する権利、奪われない権利など)後者の
7条12(締約国は児童が国籍を取得する権利の
実現を確保する義務があること)は省略されて
おり、無国籍者の権利についてはふれていない0
・なお、当社の「社会科教育資料J(教科書採択・
教員の参考資料)に、無国籍の花嫁が国境を
超えて(一度、国境を超えると家族がいる村に
は、無国籍の故に2度と帰れない)嫁いでいく
一日を描いた映画「シリアの花嫁J13を紹介し
????
ている。
②清水書院「新中学公民」
-平等権について述べ、差別のない社会の実現と
在日外国人の権利を記述しているが、無国籍に
関する記述はなかった。
-国際化時代の人権の中で、世界人権宣言、児童
の権利に関する権利条約、女性差別撤廃条約を
あげているが、①と同様に無国籍者の権利や条
文にはついてはふれていない。
-外国人労働者との共生(わたしたちのまちの多
文化マップ、外国人児童へのNPOの教育支援
等)をとりあげているが、ブラジノレ人等が主た
る対象であり、無国籍者にかかる記述はない。
③東京書籍「新しい社会公民J
-多文化社会の進展の中、共生社会をめざし、い
ろんな取組(浜松市の多文化マップ、 NPOの外
国人の子供支援など)を紹介している。ここで
もブラジルやイスラムの人がとりあげられて
いるが、無国籍にかかる記述はない。
-世界人権宣言等の資料のとりあげ方は前2社
と同様である0
・弱い立場にある人々の人権(アイヌ民族、在日
韓国・朝鮮人への差別撤廃をめざしてなど)を
とりあげている。その単元の資料編で「アメラ
ジアンJ(8・マーフィ重松『アメラジアンの子
供たち』より)という表題で、「僕は自分がハー
フというより沖縄人と思っていますから。僕は
ここで生まれて育ち、ずっとここで過ごしてき
たんです。Jという子供の手記を紹介している。
イ 高等学校「現代社会Jr公民J
①清水書院「高等学校新政治・経済J、実
教出版「現代社会」、第一学習社「現代社会Jr新
政治・経済」、東京書籍「現代社会Jr政治・経済J
をとりあげた。
② どの教科書も、国際化の進展の中での異文
化との摩擦と共生、人権保障と人種・民族問題(地
域紛争なども含む)、難民問題とUNHCRの役割、
国際人権条約の内容(難民条約も)などをかなり
詳細に記述しているが、無国籍に関する記述はな
かった。
③ 難民条約の解説はかなり詳細に記述され
ており、ノン・ルフールマンの原則14なども紹介
し、難民問題解決への努力を積極的に取り上げて
いるが、無国籍者条約等に関するものはなかった。
(実教出版)
④ 人権にかかる国際条約はどの教科書も、か
なり詳細に資料としてとりあげているが、世界人
権宣言の15条、児童の権利に関する条約の7条等
は、中学校の教科書同様、紙面の制約があること
も想像できるが、掲載されていない。
(4)人権教育にかかる特色ある実践事例、教育資
料、副読本等
以下の実践事例や教材を調査した。これまでの
同和教育、人権教育の成果と「人権教育の指導方
法等に関する調査研究会議」による「第三次とり
まとめ」等の趣旨を踏まえて、実践・資料等は優
れたもので、あったが、いずれも無国籍の問題に関
する実践事例や資料は掲載されていなかった。
ア 文部科学省「人権教育に関する特色ある実践
事例J15 
イ 大阪府教育委員会『人権教育のための資料.~ 16 
大阪府教育センターWQ8AKA人権教育ABC~
一人権学習プログラムー
兵庫県教育委員会「人権感覚をはぐくむ指導
方法研究事業報告集J(平成22年)
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なお、ヨーロッパ評議会[企画]W人権教育のた
めのコンパス擁針盤U2006も多彩な人権教育に
関する解説、実践的アクティピティと方法、情報
などを満載している。しかしながら、無国籍の問
題については、わずかに「言葉を絵に描くJゲー
ムで、世界人権宣言の条項を指示して、それを絵
で表現させるアクテイビティを行うときに、「国
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籍を得る権利Jを選ばせ描かせる選択もあるとの
ファシリテーターへのアドバイスの記載にとど
まっている。
3 調査のまとめ
日本における無国籍の問題、無国籍者に関する
理解と認識は十分とはいえない。大学生が日常生
活において外国人との接触・交流することは今日
では少なくないが、その人の国籍の有無などほと
んど考慮しない。まして「見えない人々Jr忘れ
られた人々J17と喰えられる無国籍者の存在を認
識、実感することはほとんどない。マスメデ、ィア
等による断片的な情報提供はあっても、学校教育
(含む人権教育)や人権啓発が基礎的な理解をす
すめるために、情報提供を系統的、積極的に行わ
なかったため、無国籍の問題を現実としてもまた
重要な人権問題としても意識する機会を持てな
かったことがアンケートからも明らかになった
といえる。大多数の国民もまた同様であると考え
られる。
より根本的には、国家を単位としてものを見る
ことに慣れ親しんできたため、無国籍者のことは
忘れてきたまたは視野に入らなかったといえる180
学術研究においても、国際法学が無国籍者の法的
地位に触れているが、人類学や地域研究のように
人々や地域に密着した分野でも、民族の文化や生
活、アイデンティティに、研究対象国や地域が先
ずありきで、固に属さず、固と国のはざまの無国
籍の人は対象外であったことが指摘されており 19、
国民の認識を高める上から、多様な分野からの、
とりわけ人権教育・啓発からの研究と発信が必要
である。
次に、人権教育・啓発における現状は、根本的
には、無国籍の問題を把握するための情報がきち
んと収集されておらず、信頼できるデータがない
ため、無国籍者がどのような状態におかれている
のか人口統計的な全体像を描くことができない
との指摘20もあり、そのため、教育資料も啓発冊
子もテーマとして取り上げることができなかっ
たのではないか。
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また、国の「人権教育・啓発に関する基本計画J
や文部科学省の「人権教育の指導方法等の在り方
について第三次とりまとめJが、「人権教育・啓
発に当たっては、普遍的な視点からの取組のほか、
各人権課題に対する取組を推進し、それらに関す
る知識や理解を深め、さらには課題の解決に向け
た実践的な態度を培っていくことが望まれる」と
して、「適切な取組を進めていくことが必要」な
各人権課題を、女性、子ども以下、その他を含め
て13の項目を明示した。このことが、人権教育・
啓発において、自由かっ多様な発想のもと、現実
の実態把握を行い、多様な課題をテーマとして設
定することよりも、まず、明示された13の人権課
題(もちろん大切な人権課題であるが)を基本に
置くとともに、多少ともそれにとらわれ、現在の
ような状況に立ち至ったと考えられる。したがっ
て、早急に全国的な実態把握の調査を実施し、問
題を取り巻く現実を把握すべきであり、同時に、
無国籍に関する基本的な事項の理解を早急に進
め、関心・課題意識を高めることが求められる。
客観的な現況を適切にとらえることにより、人
権教育・啓発においても無国籍の問題を積極的に
とりあげることが可能となり、これまですすめて
きた人権保障にかかる取り組みや、異文化理解や
外国人住民との共生などに関する取り組みもよ
り厚みを増すことが期待できる。また、国民の理
解の一層の深まりと人権擁護を実践しようとす
る意識、意欲や態度を向上させ、実践カや行動力
の育成につながるのではないかと考えられる。
4 調査結果と先行研究をふまえた提案
(1)早急な実態把握をする必要がある。
地方自治体、関係NGO、UNHCRなどとの緊密
な協力のもとに全国的調査を実施し、問題の現況
をできるだけ正確に把握すべきである。その際、
無国籍となった原因、無国籍状態にある期間の長
さ、性、年齢、国民的・民族的出身などの別、各
自のおかれている法的地位(在留資格)、経済的・
社会的状況などの項目を調査対象に含めるべき
である21。
とりわけ、非正規滞在者の増加の中、出生が届
出られていないために法的な意味での存在その
ものが確認されないままにおかれている子供に
ついては、オーバースティの人口、居住年数から
推測して2万人以上はいるとの研究22もあり、緊急
性が非常に高い。また、これらの調査に国民が積
極的に参加することによって無国籍の問題への
関心・理解が高まり、啓発の効果が上がることが
期待できる。
(2)批准した国際条約の誠実な遵守と圏内法の
整備及び実施体制を強化すべきである。
今日、国籍がすべての人間の固有の権利である
ことは、一般に認められるようになり、人権の問
題であると理解されているお。また、世界人権宣
言をはじめ国際人権条約が数多く締結され、国際
条約に含まれる原則に基づき、国家は無国籍の問
題を解決する義務があるとの認識が高まってき
ている。国家は少なくとも加盟した国際条約を園
内法に反映させ、実行できる枠組みを構築し、細
かいところまで目配りした制度の運営を行う義
務がある240
例えば、児童の権利に関する条約は、「児童が
国籍を取得するJ(7条)、虐待など特定の場合を
除き「児童がその父母の意思に反してその父母か
ら分離されないことを確保するJ(9条)、「教育
についての児童の権利を達成するJ(28条)こと
を定め、締約国がその実現を確保することを求め
ている。児童とはすべての児童を意味し、無国籍
の児童も例外ではない。児童の最善の利益を考慮
したなら、児童の権利尊重のために法改正を含め、
国籍法の弾力的運営や子供の教育を受ける権利
を考慮するなら父母との分離を少なくとも猶予
するような制度的な見直しは検討されてもよい。
しかし、このような制度の運営や構築は、何よ
りも国民のコンセンサスを必要とする。外国人の
不法就労者に対する国民の意識は理解があり、寛
容であるとはいえない25。関連する行政等の担当
者の努力のみでは限界もあり、国民全体が認識を
高め、行政等と一体となった取り組みをすること
が望ましい。国民が無国籍の問題解決が日本の重
要な国際貢献の一つであると認識するようにな
れば、新しい制度の構築や制度の運営に能動的に
関わることを促す効果を持つことになる。
(3)人権教育・啓発において重要な人権課題のー
っとしてとりあるべきである。
同和教育・人権教育の推進によって、社会的弱
者やマイノリティグ、ループが社会の差別や不理
解などに当事者として、本来の権利を主張するこ
とが正当なことであるとの認識はかなり一般化
した。当事者の主張を聞いて、それが人権問題と
気づくことも多い。ところが、無国籍者はきわめ
てマイナーな存在である場合や、非合法な存在で
ある場合も多いため、当事者としての声は届きに
くいし、何よりもあげたくてもあげることのでき
ないことも決して少なくない。
権利の保障(進路保障・学力保障など)は、こ
れまで同和教育・人権教育の重要な柱として取り
組まれてきた。これからも人権問題の解決に向け
ての役割はきわめて大きいといえる。その推進に
より、社会での関心や認識が深まることによって、
無国籍者が社会で孤立することなく、社会とのつ
ながりをひろげ、居場所、心のよりどころを見つ
けていくことにつながり、地位や権利が守られる
ことになる。それは社会全体の人権保障にかかる
取り組みや、異文化理解や外国人住民との共生な
どに関する取り組みをより厚みを増し豊かにす
ることになる。
(4)無国籍の問題にかかる基本的な理解が必要
である(具体的内容例)。
① 無国籍者とはどのような人々か26
ア 無国籍者の定義及び法律上の無国籍者と
事実上の無国籍者27
イ 帰属に関するアイデンティティの問題鎚 29
② 無国籍者が被る不利益がどんなものであるか。
ア 国籍の国際法的機能と国内法的機能に関
する理解30
イ 無国籍者がその所在する国での在留資格
の有無による権利の相違31
ウ どこにも登録されていない子供と在留資
格を持たない父母の問題(r見えない存在J、
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「公的に登録されていない存在J)32 
③ どうして無国籍になるのか。
ア 無国籍の主要な原因33
-技術的な原因一法の抵触、国籍放棄関する法
の抵触、特に子どもに影響する法律と慣行
(非嫡出子、孤児および棄児、養子縁組)、
行政慣行(行政処理の不備や見落としなどを
含む)、国籍の自動喪失
-国家承継に関する原因一領土または主権の
移転
・差別または恋意的な国籍剥奪に関連した原
因一差別、国籍の剥奪および否認
イ 現在の日本の無国籍者の現況34
・国籍法の消極的抵触(血統主義の日本と生地
主義の米国等)による子
-婚外子(非嫡出子)
-父母がともに知れない子
・父母がともに国籍を有しない子
-送還先のない非正規・無国籍者集団
・条約難民・インドシナ難民と難民申
請者
-出生届がなされていない子
-他にも、中国残留邦人、フィリピン
残留日本人2世、脱北者、在日朝鮮
人、在日台湾(中華民国)人など
④ 無国籍に関する国際法と国内法
ア 第二次世界大戦以前35
イ 無国籍者条約と無国籍削減条約36
ウ 日本が批准した国際人権条約37
.1966年の自由権規約
• 1979年の女性差別撤廃条約
• 1989年の児童の権利に関する条約
.2006年の障害者の権利に関する条約
エ 圏内法における無国籍者の権利(国籍を問
わないで保障される権利)0
.外国人への就学保障38
「児童福祉法J(1947年)、「母子保健法J
(1965年)39 
-難民条約締結後の国籍条項の撤廃40
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8 無国籍者の地位に関する条約J(日木は未批准)を知っていますか。
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生の後直ちに登録される。児童は、出生の時から氏名
を有する権利及び国籍を取得する権利を有するものと
し、また、できる限りその父母を知りかっその父母に
よって養育される権利を有する。 2締約国は、特に
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27 阿部前掲 8頁
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母の国籍閏の法令(憲法、国籍法、行政命令など)
の適用により、自動的にその国の国民と認められる
のが原則であるが、なかには、いずれかの事情のた
め、出生時にいずれの国籍も取得できない者がいる。
また、自らの国籍を、事後になんらかの事情によって
喪失し、新たな国籍を取得できないままの者もいる。
こうした人々は、無国籍条約の想定する典型的な無国
籍者にほかならず、法律上の無国籍者 (dejure 
stateless person!s)と称されるのが一般的である。
これに対して、法形式的にはいずれかの国籍を有し
ており、したがって法律上の無国籍者とはいえない
ものの、国民として享受しうるはずの保護・援助を
国籍国から受けられない状態におかれている者もい
る。こうした人々は実効的な国籍(effective 
nationality)を欠く者として、事実上の無国籍者 (de
?
?
? ?
facto stateless person!s)と称される。」 取得、変更及び保持に関し、女子に対して男子と
他に、マリリン・アキロン『国籍と無国籍議員のた 同等の権利を与える。 2締約国は、特に、外国人
めのハンドブック~ 2009、特定NPO法人「無国籍ネ との婚姻又は婚姻中の夫の国籍の変更が、自動的
ツトワーク」ホームページなど参照 に妻の国籍を変更し、妻を無国籍にし又は夫の国
28 アキロン前掲 6頁 籍を妻に強制することとならないことを確保する。
「自分が暮らしている国から『ノー』と言われ、自 3締約国は、子の国籍に関し、女子に対して男子
分が生まれた国から『ノー』と言われ、自分の両親の と平等の権利を与える。J(9条)
出身固からも『ノー』と言われる。『あなたは我が国 ・1989年の児童の権利に関する条約 r1児童は、出
の国民ではありませんよ』と言われ続ける。自分は何 生の後直ちに登録される。児童は、出生の時から氏
者でもないと感じ、なぜ生きているのかとさえ感じる 名を有する権利及び国籍を取得する権利を有する
気持ち。無国籍者は、そんな虚無感と常に隣り合わせ ものとし、また、できる限りその父母を知りかっそ
です。J(ララ、元無国籍者) の父母によって養育される権利を有する。 2締約国
29 陳天璽『忘れられた人々 日本の無国籍者~ 2010 は特に児童が無国籍となる場合を含めて、圏内法及
参照 ユージン・アクセノフ氏(白系ロシア人、 24 びこの分野における関連する国際文書に基づく自
頁)、グエンティ・ホンハウ氏(ベトナム難民2世、 国の義務に従い1の権利の実現を確保するJ(7条)
101頁)など ・2006年の障害者の権利に関する条約「障害のある
30 阿部前掲 13、15頁 子どもは、出生の時から氏名を有する権利及び国
31 陳前掲 10頁 「無国籍の人々の暮らし」参照 籍を取得する権利を有するJ(18条)
32 李節子ほか前掲参照 38 外国人への就学保障については、「国際人権規約A
33 陳 前掲 9頁 「どうして無国籍になるのか?J 規約J(1979年日本批准)、「児童の権利に関する条約j
参照 (1994年日本批准)に基づき、保護者の就学の求め
アキロン前掲書29~44頁 があれば、日本人と同様の無償教育を提供することに
34 阿部前掲31~53頁 なっている。
35 ナンセンパスポート(国際連盟による無国籍難民 なお、一般的には、外国人登録に基づき「就学通知j
の為の国際的な身分証明書)や「国籍法抵触条約」 が郵送される。しかし、この「就学通知jが、転居や
(1930年、各国の国籍法適用のはざまから生じる無 登録未完了で送付されなかったり、就学受入れ時に求
国籍、重国籍等の問題の解決) められる公的書類が提示できなかったりするなどか
36 阿部前掲書21~25頁参照 ら非正規滞在者の子供にとっては教育を受ける権利
「無国籍者の地位に関する条約J(無国籍者条約、 が失われるという問題が起こる。
1954年)一無国籍者の地位の統制と改善を目的とす 39 児童福祉法が「第1条すべて国民は、児童が心身
る国際条約で、無国籍者が差別なく基本的人権および ともに健やかに生まれ、且つ、育成されるよう努めな
自由を与えられることを保障しようとするもの。「無 ければならない。 2すべて児童は、ひとしくその生
国籍の削減に関する条約J(無国籍削減条約、 1961年) 活を保障され、愛護されなければならない。」と定め
一圏内法の整備によって無国籍の発生を防止するた ているように、「児童福祉法J(1947年)、「母子保健
めの原則や法的枠組みについて規定し、出生のとき、 法J(1965年)にはいずれも国籍条項がなく外国人妊
また国籍離脱によって無国籍に陥る危険性のある者 産婦及び児童にも適用される。特に母子保健制度の適
に国籍を保持させることによって無国籍の発生を阻 用には人道的立場から「外国人Jr日本人」の区別は
止することにある。日本はいずれの条約にも加入しで なく、親の「在留資格j も問われない。
いない。 40 難民条約締結を受け、 1982年、国民年金、児童手
37 日本が批准した主な国際条約の国籍に関する条文 当、児童扶養手当、特別児童扶養手当、障害児福祉手
.1966年の自由権規約「すべての児童は、出生の後 当の国籍条項は撤廃された。なお、生活保護法は1954
直ちに登録され、かつ、氏名を有する。すべての 年の厚生省社会局長通知で日本人に準じた運用がさ
児童は国籍を取得する権利を有するJ(24条) れている。
.1979年の女性差別撤廃条約 r1締約国は、国籍の
。
??
? ?
?
